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災害が SCGE モデルのパラメータである代替弾力性にどれほどの影響を与えるかはわかっていない．代替

弾力性は過去のデータから推定するが，災害の影響で財の取引構造が変化すると被害予測する期間では代替

弾力性が変化している可能性がある．被害予測における SCGE モデルの精度を上げるためにも，災害の代替

弾力性への影響を調べた方が良いと考えられる．そこで，日本国内の代替弾力性の推定に関する既往研究の

レビュ―を行い，その中で検討された代替弾力性の推定方法，使用データを用いて，日本国内の自地域財と

移入財の代替弾力性と多地域間の代替弾力性を年別に推定を行う．そして，大規模災害の前後で代替弾力性

の値を比較し，統計的に変化があるかを調べる． 
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1. はじめに 

 

今日の社会は，地域間の交流・交易を通して経済的な

結びつきがある．そのため，大規模な災害が都市部で発

生した場合，直接的な被害を受けた地域に加えて，被災

をまぬがれた地域にも経済的な被害が発生する．このよ

うな広範囲に影響が及ぶ災害の被害予測を行う際には，

地域間の相互依存関係が考慮されていなければならない．

そのため近年では，このことを考慮した地域別の帰着被

害を計測する方法として，空間的応用一般均衡モデル

（SCGEモデル）が用いられることが増えている．しか

し，SCGEモデルの理論的仮定や分析手法には根強い批

判がある．その一つに，「SCGEモデルにおける各種代

替弾力性について十分な検討がなされていない」という

ものがある．SCGEモデルはアーミントンの仮定に基づ

きモデルが構築されるため，地域間交易の代替弾力性パ

ラメータがモデルの挙動を決定する重要なパラメータと

なる． 

国際貿易の地域間交易の代替弾力性に関しては多くの

既往研究が存在するが，一国内の地域間交易に関しては

研究が少ない．そのため，SCGEモデルを用いた国内の

分析において，代替弾力性について根拠なく既往研究の

値を使用したり，異なる産業で同一の値を使用したりし

てきた．このことを受け，土谷ら1)や小池ら2)により日本

国内の各種代替弾力性の推定に関する研究が行われた． 

しかし，これらの研究では，すべての年のデータをま

とめた，poolデータを用いて代替弾力性が推定されてい

る．地域間交易の代替弾力性は，地域間の財の相対価格

の変化による相対的な交易量の変化を表したものである．

大規模な災害などにより財の取引構造が変化すると，地

域間交易の代替弾力性も変化してしまうことが考えられ

る．もし災害の影響で地域間交易の代替弾力性も変化す

るならば，災害の被害予測で用いる地域間交易の代替弾

力性はそのことを考慮した方が，SCGEモデルの現況再

現性は上がるのではないかと考えられる．災害の地域間

交易の代替弾力性への影響を調べた研究はあまり行われ

ていない．そこで地域間交易の代替弾力性が災害により

影響を受け，変化しているかどうかを調べる必要がある．

そこで，日本国内の代替弾力性の推定に関する既往研究

のレビューを行い，その中で検討された代替弾力性の推

定方法，使用データを用いて，日本国内の自地域財と移

入財の代替弾力性と多地域間の代替弾力性を年別に推定

を行う．そして，大規模災害の前後で地域間交易の代替

弾力性の値を比較し，変化があるか調べる．その変化が

災害による影響かどうかを分析する． 

 

 

2.  既往研究 

 

近年行われた日本国内の地域間交易の代替弾力性の推
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定に関する研究について2つレビューする．一つ目は，

土谷らによる「SCGEモデルにおける地域間交易の代替

弾力性に関する検討」1)である．この論文では，日本に

おける多地域間交易の代替弾力性の推定を行っているが，

推定に必要な地域別の生産者価格のデータが日本では入

手できないことから，代理指標として消費者物価指数

（総務省）のデータを用いている．さらに，推定式に明

示的に交通所要時間に関する変数を導入することで，交

通所要時間を考慮した弾力性の推定を行っている．推定

結果は，5.2～32.1の範囲で国際貿易の弾力性よりも高い

値が推定されている．さらに，推定において物流センサ

スを利用する，あるいは生産地価格の価格指標を独自に

作成して推定することができるのではないかと示唆して

いる． 

二つ目は，小池らによる「地域間交易の代替弾力性の

推定」2)である．この論文では，日本国内における地域

間交易の代替弾力性を推定する方法と使用するデータに

ついて検討し，推定している．そして，推定された代替

弾力性を用いたSCGEモデルでの実証分析から影響の度

合いについて考察されている．日本の生産者価格のデー

タの代わりに，地域間産業連関表から得られる各地域の

産業別消費額のデータを物流センサスから得られる各地

域の産業別消費量のデータで除したものを消費者価格と

して使用している．推定結果としては，日本国内の地域

間交易の代替弾力性は多くの産業で1より低く推定され

ている．実証分析では，既存研究と比較して計算結果に

与える影響はわずかだが，地域によって交易などに影響

を与えるとなっている． 

本研究は地域間交易の代替弾力性を推定するために，

二つ目にレビューした小池らの論文の推定方法とデータ

を用いる．既往研究では，すべての期間のデータで代替

弾力性を推定していたが，本研究では災害の影響を見る

ために，年別に代替弾力性の推定を行う． 

 

 

3. 代替弾力性の推定 

 

(1) 推定方法 

本研究では，2種類の生産構造を想定する．生産にお

ける中間投入の地域選択を自地域財と移入財として表現

する場合を図-1とし，多地域間での代替を表現する場合

を図-2とする． 

地域間交易の代替弾力性の推定式導出する際には，自

地域生産財と移入財を投入し，それらから構成される合

成財の生産を想定した生産関数を用いる．自地域財と移

入財の選択を表現する生産関数を(1)式のCES型関数で仮

定する． 

 

 

図-1 自地域財と移入財の代替 

 

 

図-2 多地域間交易の代替 
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     (1) 

ただし，  
  地域sで投入された合成財jの量，  

   地域s

で自地域財jの投入量，  
   地域sで移入財jの投入量，

  
     

   シェアパラメータ，   財jの自地域財と移入財

の代替弾力性 

 

多地域間交易の代替弾力性の場合は，自地域財と移入

財の代替の場合と同様に生産関数を(2)式のようなCES型

関数で仮定する． 
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        (2) 

ただし，  
   地域sで投入する地域rで生産された財jの量，

   
    シェアパラメータ，   移入財jの移入地域間の代替

弾力性 
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表-1 地域区分 

 

 

 (1),(2)式に基づく費用最小化問題より得られた式に両対

数をとったものが(3),(4)式である．本研究では，これら

(3),(4)式をOLSモデルと呼ぶ． 
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ただし，   
   地域sで自地域財jの価格，  

   地域sで移入

財jの価格，  
    地域sで投入する地域rで生産された財jの

消費地価格 

 

(2) データの作成 

本研究では，財の消費量（  
     

     
  ）は物流セン

サス3)～7)の都道府県間流動量（重量）のデータを用いる．

財の価格（  
     

     
  ）は直接わかるデータが日本国

内には存在しない．そこで，9地域間産業連関表8)の消費

額を物流センサスの都道府県間流動量（重量）で除して

算出したものを財の価格として用いる．物流センサス，

9地域間産業連関表は5年おきに公表されており，本研究

では入手可能なS55年からH17年までの6時点のデータを

用いる．地域区分として，9地域間産業連関表の地域区

分に従い表-1のように北海道～沖縄まで9地域に集計す

る．また産業分類として，表-2のような16産業に地域間

産業連関表と物流センサスの財を分類する． 

(3)式,(4)式の推定式と以上のデータを用いて，最小二乗

法により日本国内の自地域財と移入財の代替弾力性と多

地域間交易の代替弾力性を年度ごとに推定を行う．H7

年1月17日に阪神淡路大震災が起こっているので，その

前後で推定値を比べる． 

 

 

 

 

 

 

表-2 産業分類 

 

 

 

(3) 推定結果 

a) 自地域財と移入財の代替弾力性 

 自地域財と移入財の代替弾力性の推定結果を示す．図

-3～図-5は各産業の代替弾力性の推定値を時系列的に並

べたグラフの一部である．黒色の線は年度ごとの推定値

を繋いだものである．灰色の線は既往研究などと同様に

poolしたデータで推定したもので，標準偏差は誤差棒で

示す． 

 

地域区分

北海道

東北
関東
中部
近畿
中国
四国
九州
沖縄

鳥取，島根，岡山，広島，山口
徳島，香川，愛媛，高知
福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島
沖縄

対象地域（域内都道府県）

北海道
青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島
茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，神奈川，新潟，山梨，長野，静岡
富山，石川，岐阜，愛知，三重
福井，滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山

分析対象産業

印刷・製版・製本

プラスチック
鉄鋼

非鉄金属
金属製品

一般機械器具

その他

精密機械 精密機械

その他の製造工業製品
その他の機械
ゴム製品

その他の製造工業品

輸送用機械器具

乗用車 自動車
その他の自動車 自動車部品

自動車部品・同付属品
その他の輸送機械

その他の輸送機械

一般機械 産業機械

電気機械

産業用電気機器

電気機械

その他の電気機械
民生用電気機器

通信機械・同関連機器
電子計算機・同付属装置

電子部品

鉄鋼 鉄鋼
非鉄金属 非鉄金属
金属製品 金属製品

プラスチック製品 合成樹脂

窯業・土石製品 窯業・土石製品

セメント製品
ガラス・ガラス製品

陶磁器
その他の窯業品

石油・石炭製品 石油・石炭製品
その他の石油製品
その他の石炭製品

印刷・製版・製本 書籍・印刷物・記録物

化　　　学

化学基礎製品 化学薬品
合成樹脂 化学肥料

化学最終製品
その他の化学工業品

医薬品

製材・木製品・家具 製材・木製品・家具
家具・装備品
木製品

パルプ・紙・
板紙・加工紙

パルプ・紙・
板紙・加工紙

パルプ
紙

繊維製品
繊維工業製品

糸
織物

衣服・その他の繊維既製品 衣服・身の回り品

地域間産業連関表 物流センサス

飲食料品 飲食料品
その他の食料工業品

飲料
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図-3 推定結果（窯業・土石製品） 

 

 

図-4 推定結果（鉄鋼） 

 

 

図-5 推定結果（パルプ・紙・板紙・加工紙） 

 

 ほとんどの産業では，図-3の窯業・土石製品のように，

S55～H17で推定値に大きな違いが見られなかったもの

と，各年度で推定値がバラバラになったものであった．

図-4からわかるように，パルプ・紙・板紙・加工紙は地

震が起きた年のみ代替弾力性の値が低くなっている．ま

た，図-5からわかるように鉄鋼は，震災以降，代替弾力

性の値が高くなっている．電気機械も鉄鋼同様に震災以

降の代替弾力性の値が高くなっている．したがって，以

上3産業では阪神淡路大震災の影響を受けていると考え

られる．  

b) 多地域間交易の代替弾力性 

 次に多地域間交易の代替弾力性の推定結果を示す． 

 

 

図-6 推定結果（印刷・製版・製本） 

 

 

図-7 推定結果（化学） 

 

 

図-8 推定結果（パルプ・紙・板紙・加工紙） 

 

自地域財と移入財の場合と同様，ほとんどの産業では，

図-6の印刷・製版・製本のように，S55～H17で推定値に

大きな違いが見られなかったものと，各年度で推定値が

バラバラになったものであった．図-8からわかるように，

パルプ・紙・板紙・加工紙は地震が起きた年のみ代替弾

力性の値が低くなっている．製材・木製品・家具も同様

の形をしていた．また，図-7からわかるように化学は，

震災以降，代替弾力性の値が高くなっている．鉄鋼も化

学と同様に震災以降の推定値が高くなっていた．したが
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って，以上4産業では阪神淡路大震災の影響を受けてい

ると考えられる． 

 

 

4. 災害の代替弾力性への影響分析 

 

(1) 分析手法 

 地域間の代替弾力性の震災の影響を統計的に分析する

ために，Chow検定を用いる．Chow検定は時系列データ

を構造変化があったとみられる時点をはさんで2分割し，

前半のデータにより推定されたパラメータと後半のデー

タにより推定されたパラメータがすべて等しいかどうか

をF検定するものである．帰無仮説を「構造変化がなく，

回帰係数が期間を通して一定である」とする． 

 構造変化がないと仮定し，すべてのデータで回帰分析

し，その残差平方和を  とする．次に構造変化が起こ

ったとし，2分割したそれぞれのデータで回帰分析を行

い，それぞれの残差平方和を足し合わせたものを  とす

る．構造変化のF統計量は，(5)式で表わされる． 

 
 kTS

kSS
F

2
1
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          (5) 

(5)式で求めたFと有意水準αに対応するパーセント点

          とを比較し，            の場合，

帰無仮説を棄却し，それ以外は採択する．すなわち，

            の場合，2分割したデータの構造が違

うことが考えられる． 

 

(2) 分析結果 

a) 自地域財と移入財の代替弾力性 

 自地域財と移入財の代替弾力性に対する阪神淡路大震

災の影響を調べるために，推定したデータを，以下のよ

うに分割し，Chow検定を行った． 

 Case1 S55,S60,H2／H7,H12,H17 

 Case2 H7／S55,S60,H2,H12,H17 

Case1は阪神淡路大震災後，構造的に変化しているか

を見ている．Case2は阪神淡路大震災の起こった年のみ

構造的に変化しているかを見ている． 

Case1の結果を表-2に，Case2の結果を表-3に示す．ただ

し，**，*はそれぞれ5％水準，10％水準で有意であるこ

とを示す． 

Case1の結果から，飲食料品，製材・木製品・家具，

窯業・土石製品，電気機械が，震災の前後で構造変化が

あったとなっている．しかし，弾力性の値を見てみると，

製材・木製品・家具と窯業・土石製品はあまり変化して

いない．これらの定数項  を見てみると，製材・木製

品・家具では-1.322／-0.780，窯業・土石製品では-1.19／ 

-0.968と変化しており，これによりChow検定でF値が有

意になったと考えられる．また，各年度の推定値を繋げ

たグラフでは地震の影響を受けていそうな鉄鋼はChow

検定では構造変化がなかったという結果になった． 

Case2の結果から，電気機械が構造変化ありとなった．

またパルプ・紙・板紙・加工紙は10％有意であるが，推

定値もH7のみ低くなっていたことから，阪神淡路大震

災でH7のみで構造変化起きていたと考えられる． 

表-3 Chow検定分析結果Case1 

 

 

表-4  Chow検定分析結果Case2 

 

 

Case1，Case2共にF値が有意になった電気機械に関し

て，データを細かく分割しChow検定を行うことでどの

時点で構造変化が起こっているかを調べた．表-5にその

結果を示す． 

 

 

S55-H2 H7-H17

飲食料品 5.65** 0.585 1.087

繊維製品 0.42 1.016 1.108

製材・木製品・家具 13.94** 0.703 0.789

パルプ・紙・板紙・加工紙 1.32 1.211 1.135

印刷・製版・製本 0.19 1.167 1.112

化　　　学 1.13 0.67 0.786

石油・石炭製品 0.53 0.927 0.868

窯業・土石製品 4.20** 0.887 0.871

プラスチック 0.06 0.818 0.757

鉄鋼 0.53 0.777 1.022

非鉄金属 0.03 0.787 0.798

金属製品 2.99* 0.511 0.861

一般機械器具 1.07 1.037 1.242

電気機械 7.03** 0.454 1.323

輸送用機械器具 2.51* 0.801 1.256

その他 1.24 0.964 1.223

産業

①

F
弾力性

H7 他

飲食料品 2.92* 1.747 0.802

繊維製品 2.39 2.170 1.046

製材・木製品・家具 1.90 0.853 0.714

パルプ・紙・板紙・加工紙 3.02* 0.429 1.254

印刷・製版・製本 0.54 1.028 1.121

化　　　学 0.07 0.813 0.723

石油・石炭製品 1.80 0.727 0.930

窯業・土石製品 0.43 0.792 0.927

プラスチック 0.11 0.730 0.799

鉄鋼 0.20 1.106 0.844

非鉄金属 0.25 0.873 0.788

金属製品 0.38 0.700 0.777

一般機械器具 1.57 1.653 1.089

電気機械 3.49** 1.338 0.687

輸送用機械器具 0.94 1.260 1.140

その他 0.54 1.281 0.993

産業
②

F
弾力性
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表-5 電気機械のChow検定結果 

 

 

以上の結果よりS55-H2／H7-H17で構造変化があったわ

かる．これとグラフより，電気機械は阪神淡路大震災の

影響で震災前と後で構造に変化が起こったと考えられる． 

 

b) 多地域間交易の代替弾力性 

多地域間交易の代替弾力性に対する，阪神淡路大震災

の影響を調べるために，自地域財と移入財の代替弾力性

の際と同様に， 以下のようにデータを分割し，Chow検

定を行った． 

 Case3 S55,S60,H2／H7,H12,H17 

 Case4 H7／S55,S60,H2,H12,H17 

Case3の結果を表-6に，Case4の結果を表-7に示す．ただ

し，**，*はそれぞれ5％水準，10％水準で有意であるこ

とを示す． 

 

表-6 Chow検定分析結果Case3 

 

表-6から，製材・木製品・家具，化学，鉄鋼，電気機

械，その他がH2とH7の間で構造変化ありとなったこと

がわかる．表-7から，製材・木製品・家具，パルプ・

紙・板紙・加工紙，石油・石炭製品，電気機械がH7と

それ以外で構造変化ありとなったことがわかる．化学，

鉄鋼，パルプ・紙・板紙・加工紙はグラフとこの結果を

踏まえて阪神淡路大震災の影響を受けていたと考えられ

る． 

表-7 Chow検定分析結Case4 

 

 

Case3，Case4共にF値が有意になった製材・木製品・

家具と電気機械に関して，データを細かく分割しChow

検定を行うことでどの時点で構造変化が起こっているか

を調べた．表-8に製材・木製品・家具，表-9に電気機械

の結果を示す． 

 

表-8 製材・木製品・家具のChow検定結果 

 

 

表-9 電気機械のChow検定結果 

 

 

表-8より製材・木製品・家具はS55／S60H2／H7／

H12H17とデータが分かれていることがわかる．これよ

前 後

S55／S60 1.38 0.305 0.711

S60／H2 0.61 0.711 0.213

H2／H7 3.36* 0.213 1.338

H7／H12 1.00 1.338 1.240

H12／H17 0.26 1.240 1.716

S55-H2／H7-H17 7.03** 0.454 1.323

F
弾力性

S55-H2 H7-H17

飲食料品 1.83 1.107 1.293

繊維製品 0.51 1.177 1.226

製材・木製品・家具 9.22** 0.798 0.912

パルプ・紙・板紙・加工紙 0.84 0.982 1.060

印刷・製版・製本 0.63 1.191 1.141

化　　　学 3.85** 1.193 1.401

石油・石炭製品 1.43 0.972 0.950

窯業・土石製品 0.28 1.168 1.141

プラスチック 2.57* 1.154 1.366

鉄鋼 4.07** 1.027 1.213

非鉄金属 1.19 0.906 1.015

金属製品 0.62 1.006 1.119

一般機械器具 0.56 1.249 1.245

電気機械 4.40** 1.258 1.414

輸送用機械器具 2.00 1.263 1.247

その他 9.37** 1.035 1.444

産業

①

F
弾力性

H7 他

飲食料品 1.98 1.078 1.245

繊維製品 0.08 1.269 1.193

製材・木製品・家具 5.82** 0.589 0.866

パルプ・紙・板紙・加工紙 3.30** 0.606 1.066

印刷・製版・製本 0.01 1.141 1.148

化　　　学 1.32 1.408 1.317

石油・石炭製品 4.33** 1.068 0.968

窯業・土石製品 0.43 1.055 1.159

プラスチック 2.34* 1.603 1.263

鉄鋼 2.45* 1.159 1.114

非鉄金属 0.86 1.098 0.947

金属製品 0.39 0.986 1.101

一般機械器具 0.16 1.315 1.233

電気機械 4.85** 1.595 1.334

輸送用機械器具 1.58 1.392 1.201

その他 0.41 1.386 1.229

②

F
弾力性産業

前 後

S55／S60 3.15** 0.712 1.034

S60／H2 1.17 1.035 0.964

H2／H7 4.05** 0.964 0.589

H7／H12 3.79** 0.589 0.939

H12／H17 0.81 0.939 0.974

S55／S60H2 5.85** 0.712 0.954

S60H2／H7 5.68** 0.954 0.589

H7／H12H17 4.02** 0.589 0.948

F
弾力性

前 後

S55／S60 1.14 1.025 1.386

S60／H2 0.83 1.386 1.445

H2／H7 2.58* 1.445 1.595

H7／H12 0.50 1.595 1.661

H12／H17 5.67** 1.661 1.289

S55-H2／H7-H12 5.05** 1.258 1.386

H7H12／H17 1.98 1.386 1.289

F
弾力性
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り，阪神淡路大震災の起こった年が他の年と構造が違う

と考えられる． 

表-9より電気機械はS55-H2とH7-H17で構造が違うこと

がわかる．したがって，電気機械は震災の前後で構造変

化あったと考えられる． 

 

 

5. まとめ 

 

本研究では，災害が代替弾力性に与える影響について

の先行研究がないことから，日本国内の地域間交易の代

替弾力性を年別に推定した．そして震災の前後で比較し，

変化があるかを調べた．自地域財と移入財の代替弾力性

も多地域間交易の代替弾力性もほとんどの産業で，値が

ほぼ変化しなかったか，値がバラバラになった．しかし，

自地域財と移入財では，鉄鋼と電気機械で震災以降の値

が震災以前より高くなった．多地域間交易では，鉄鋼と

化学で震災以降の値が震災以前より高くなった．また，

自地域財と移入財ではパルプ・紙・板紙・加工紙，多地

域間交易ではパルプ・紙・板紙・加工紙と製材・木製

品・家具で震災の起こったH7のみ値が低くなった． 

そこで，Chow検定を用い構造変化の検定を行った．

自地域財と移入財の代替弾力性では，飲食料品，製材・

木製品・家具，窯業・土石製品，電気機械が震災の前後

で構造変化ありとなった．また，パルプ・紙・板紙・加

工紙と電気機械が震災のあったH7のみ構造変化ありと

なった．両方で構造変化ありと出た電気機械は細かく

Chow検定することで，S55-H2とH7-H17で構造が違うこ

とがわかった．したがって，電気機械は震災の前後で構

造変化していた考えられる．多地域間交易の代替弾力性

では，製材・木製品・家具，化学，鉄鋼，電気機械，そ

の他が震災の前後で構造変化ありとなった．また，製

材・木製品・家具，パルプ・紙・板紙・加工紙，石油・

石炭製品，電気機械が震災のあったH7のみ構造変化が

ありとなった．両方共でF値が有意となった製材・木製

品・家具，電気機械に関して細かくデータを分割し

Chow検定を行った．その結果，製材・木製品・家具は

震災のあったH7のみ構造変化があり，電気機械は震災

の前後で構造変化があることがわかった． 

しかし，今回わかったのは，地域間の取引構造の変化

の有無であり，統計データが5年ごとであるため，長期

間の影響である．短期の影響である震災の地域間の代替

弾力性への影響までは分かっていない．震災に因る地域

間の代替弾力性の変化を調べるには，もっと間隔の短い

データが必要であると考えられる． 
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EFFECT OF CATASTROPHIC EVENT TO ARMINGTON ELASTICITY IN JAPAN 

 

Yohei NAKA 

 

Armington elasticity is one of the most important parameter in the application of SCGE models. So, the number of research 

was published in order to estimate of this parameter. However, previous research assumed usual situations. If the catastrophe 

happened, this armington parameter might be changed. 

In this paper, time series data should be used to be clarified how catastrophic event affects this armington parameter.As a re-

sult, Hanshin-Awaji Earthquake was not so much effect. However, in some industries, such as iron and steel industry, arming-

ton elasticity has changed before and after the disaster. It might be seen as this change caused that the trade in the stricken area 

has been changed. 


